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■11 群（社会情報システム）－4 編（医療情報システム） 

11 章 遠隔医療 
（執筆者：黒田知宏）[2009 年 1 月 受領] 

■概要■ 

 遠隔医療とは，医療行為に必要な情報を伝送し，地理的に分散した環境下で医療行為を行

うことである．遠隔医療には，遠隔助言，遠隔診療，在宅医療の三種類の形態が考えられ，

情報ネットワーク技術の急速な発達のなか，情報の蓄積転送で実現される遠隔助言や在宅医

療は実用化されつつあるが，マルチメディア・ノンバーバル情報の実時間伝送で実現される

遠隔診療の実現にはまだ多くの技術的障壁がある．実験的段階から継続的にサービス提供す

る段階に移るためには，技術面に加えて，法制面，社会面での整備・受容の醸成が必要で

ある． 
 
【本章の構成】 

 本章では，11-1 節で遠隔医療について定義した後，11-2 節で遠隔医療の諸課題とこれを解

決する手法について解説する．最後に，11-3 節で遠隔医療の現状と将来について述べる． 
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11-1 遠隔医療の定義と意義 
（執筆者：黒田知宏）[2009 年 1 月 受領] 

 遠隔医療とは，医療行為に必要な情報を何らかの手段で伝送し，医療行為に必要な構成要

素を同一地点に置かずに医療行為を行うことと定義できる．遠隔医療の実現に際して，伝送

される情報の種類や手段は特に問われない．また，同一地点の広さについても病院規模から

部屋の規模まで様々なレベルを考えることができる．したがって，同一建物内の手術に対す

る電話での診療指示や，物理的な検体の移動を伴う検尿などのサービスまで，極論すれば多

くの医療行為は遠隔医療の一種であるとみなすことも可能である． 
 一般的には，1997 年に旧厚生省遠隔医療研究班が作成した報告書 1) が示した定義が我が国

では広く採用されている．同報告書では，遠隔医療を「映像を含む患者情報の伝送に基づい

て遠隔地から診断，指示などの医療行為及び医療に関連した行為を行うこと」と定義し，そ

の意義を次の点に集約している． 
1. 医療格差の解消：遠隔医療環境下では，隣の部屋でも，数千キロ離れた場所からでも同

じように情報を得ることができるため，間の距離に左右されることなく同じ医療サービ

スを提供できる． 
2. 医療の効率化：遠隔医療によって不要な搬送や，人数の少ない専門医の移動などの不要

な移動を減じることができるため，最小限の医療資源を最大活用して高度な医療サービ

スを提供できる． 
3. 患者サービスの向上：患者に病院までの移動の負担をかけることなく，医師によって自

宅でも 24 時間見守られているのに近い状況を実現できる． 
4. 特殊な環境への医療サービスの提供：救急車の中，海上，飛行機，宇宙など通常十分な

医師の診療サービスを得ることが困難であると考えられる場に対して診療サービスが

提供できる． 
5. 国際医療協力：通信さえ確保されれば，国内海外によらず同等のサービスを提供できる． 

より端的にまとめるならば，情報通信技術を医療に適用することの効能は，時間と距離とい

う二つの物理的障壁を乗り越えられることにある．基本的には電子的な情報共有を可能にす

ることで，人や情報の搬送に要するコストや時間を大幅に短縮することができる．また，時

間の壁を越えたコミュニケーションを可能にすることで，医師と患者の時間を併せることな

く，検査・問診・コンサルテーションを行うことが可能になり，距離の壁を越えたコミュニ

ケーションを可能にすることで，同時刻に昼間になっている地域の医師のコンサルテーショ

ンを受けて深夜に診療を行うことや，自国語と現地語を解する医師に接続して言葉の通じな

い地域で医療行為を受けることも可能になる． 
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■11 群－4 編－11 章 

11-2 遠隔医療の課題 
（執筆者：黒田知宏）[2009 年 1 月 受領] 

11-2-1 技術的課題 

 遠隔医療の実現のためには，医療行為に必要な情報を伝送することが必要である．病院情

報システム（HIS）の中核をなす，オーダエントリーシステムや PACS，電子カルテは，病院

内で医療行為に必要な情報を電子的に転送する仕組みであり，HIS が導入されている病院内

ではこれを用いて既に「プチ」遠隔医療が実現されている．このネットワークを病院外に引

き延ばせばサービス範囲は院外に広がることになる．例えば，米国 Cleveland Clinic では，

e-Cleveland Clinic と呼ばれる院内情報システムの一部分として，在宅モニタリングシステム

や遠隔医療システムを組み込んでいることが報告されている 2)．また，彦根市立病院では，

図 11･1 に示すように，院内ネットワークを院外に広げることで遠隔画像診断サービスを実現

したと報告されている 3)． 

 

図 11・1 彦根市立病院 = 京大病院間 遠隔放射線診断システムの構成 3) 

 このタイプの遠隔医療は，基本的に伝統対象となるメディアをサーバなどに蓄積して伝送

することで実現できることから，「蓄積型遠隔医療」とでも呼ぶことができる．既述のとおり，

HIS を院外に延長することで実現されることから，技術的には容易に実現できることができ

る．したがって，HIS が巨大なユビキタス情報システムであり，多くの医用画像機器が計測

部・処理部・蓄積部・表示部からなる情報機器であることを考慮して提唱・開発されている

図 11･2，図 11･3 に示すようなユビキタス医療機器の考え方を適用すれば，計測部や表示部

のみを家庭や地域施設に設置したり，移動体として提供したりするような在宅医療・出張医

療にまで発展させることができる． 
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無線 LAN で計測部・演算部・表示部を分割している 

図 11・2 ユビキタスエコーシステム 4) 

 
無線 LAN で蓄積部を HIS と一体化している 

図 11・3 医療用ネットワークディジタルカメラ 5) 

 一方，患者の診断や治療・手術などの対面医療行為については，HIS を院外に拡張するだ

けでは実現できない．対面医療行為を遠隔で実現するには，対面では意識せずとも自然に取

得できた様々な情報を，明示的に取得し，電子化し，伝送し，提示しなければならない 6)．

しかも，対面で行われる医療行為を対象とするならば，これらの伝送にはすべて実時間性が

求められる．したがって，このタイプの遠隔医療は，実時間のマルチメディア通信の実現が

必要であり，「実時間型遠隔医療」とでも呼ぶことができる． 
 このタイプの遠隔医療が実現されれば，既存のサービスの電子化に留まる「蓄積型遠隔医

療」と異なり，11-1 節で述べた多くの効能を得ることができるが，技術的には解決すべき問

題が多い．実時間で「映像を含む」多くの医療情報を伝送するためには広帯域のネットワー

クを用意すればよいが，一般的に必要とされる情報の量と品質の要求には上限がなく，必要

帯域と提供帯域は常に「いたちごっこ」の関係になる．相反する要求を満たすためには，各

メディアに帯域を割り当てる，何らかの帯域制御 7) を行う必要がある．また，必要とされる

情報は医療行為の進行に伴って時々刻々と変化するため，様々なメディアに対して，メディ
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アの性質と医療行為における必要性に応じて弾力的に帯域制御を行う仕掛けが必要である 6)．

加えて，患者に直接「手を加える」医療行為を行うためには遠隔ロボティクス技術が必要と

なる．「手を加える」行為は手術 8) のようなものに留まらず，超音波診断装置 9) や聴診器を

押し当てる場合まで含まれる． 

 
筆記コミュニケーション用ペンタブレットを備える 

図 11・4 遠隔診療システム 12) 

 

プロジェクタ型強調現実感（AR）技術を用いてプローブ操作方法を伝達している 

図 11・5 遠隔超音波診断支援システム 13) 
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遅延のさけられない遠隔医療環境下で，これらの行為を安全に実現するためには，遠隔側

装置の自動制御やロボットが対象に接触した力覚を伝送するバイラテラル制御技術 10) が欠

かせない．更に，通常の対面診療と同様のコミュニケーション環境を実現するためには，多

くの無意識に交換される非言語的情報 11) を交換できる環境を提供しなければならず，そもそ

もどのような情報が診療プロセス内で交換・取得されているかを分析することが必要となる．

また，非言語情報を含む多くの情報をわかりやすく提示する情報提示環境の検討も必要である． 
図 11･4 は，診療中の筆記コミュニケーションをサポートしている例であり，図 11･5 は，

指差しなどで示される機器の操作方法の伝達をサポートしている例である． 
 
11-2-2 制度・社会的課題 

 医師法・歯科医師法第二十条では『医師は，自ら診察しないで治療をし，若しくは診断書

若しくは処方せんを交付し，自ら出産に立ち会わないで出生証明書若しくは死産証書を交付

し，又は自ら検案をしないで検案書を交付してはならない．』と規定しており，対面診療の原

則と呼ばれるこの規定が長きにわたってこれが遠隔医療実現の障害とされてきた．しかし，

1997 年 12 月 24 日の厚生省通達 14)，及び，2003 年 3 月 31 日の一部改正 15) によって，初診，

急性期以外の疾患に対する遠隔診療が一部解禁されている．また，蓄積型遠隔医療について

は 2002 年の診療報酬制度改定により，遠隔画像診断を行う際，施設基準 *1 などの一定の条

件を満たせば，画像送信側で画像診断管理加算を算定し，送信側と受信側の合議によって費

用を配分できるようにするなど，診療報酬面でも支援が図られている．しかし，11-1 節で述

べた遠隔医療の効能を最大化するためには初期診療において遠隔医療が許可される必要があ

り，更なる規制緩和が求められている． 
 遠隔医療におけるもう一つの問題は，報酬と責任との関係が未定義なことにある．広く行

われているメールなどによる遠隔コンサルテーションでは，コンサルテーションした側はあ

くまで善意の助言者であり，対面で診療にあたっている医師に第一義の責任が発生し，診療

報酬も対面で診療にあたる医師に対してのみ発生するのが一般的である．このような状況に

対して，コンサルテーションを受ける側とコンサルテーションする側の間の契約に関するガ

イドラインを策定する動き 16) もあるが，すべての場合に適用されるような一般的なルールの

形成には至っていない．コンサルテーションのような，医療従事者間でコミュニケーション

が行われる遠隔医療については，医師間の取り決めで対応可能であるが，医療事故が生じた

場合の患者に対する責任の所在についてはその限りではなく，民法 719 条の規定により患者

は双方の医師に損害賠償を請求できるとの指摘もある 17)． 
一方，遠隔医療において通信に不具合が生じた場合の通信業者の責任については，まだコ

ンセンサスが得られている状況ではない．例えば，遠隔地の患者に対してロボット手術を

行った際に事故が発生した場合，その事故原因は手術スタッフ，通信回線，ロボット，その

他の関連機器のいずれにあり，その責任度合いはどうなるのかについては，検討が必要であ

ろう． 
 無論，これら法制面の整備は，遠隔医療行為自身や，遠隔医療に要するコストに対する社

会的受容の醸成状況に大きく依存することはいうまでもない． 

                                                                          
*1 ある診療費用の請求を患者に行うために，医療機関（病院）が満たさなければならない基準． 
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11-3 遠隔医療の現状 
（執筆者：黒田知宏）[2009 年 1 月 受領] 

11-3-1 遠隔医療の分類 

 本章では遠隔医療を技術面から二分類したが，一般的にはコミュニケーションを行う主体

によって分類されることが多い．厚生省報告書 1) では，医師と専門医，医師とコメディカ

ル *2，医師と患者（家庭），コメディカルと患者の四つに分類し，前者二つが Telemedicine，
後者二つが一般には Tele-care と呼ばれるものに相当すると述べている．コミュニケーション

に必要なメディアなどを考慮に入れれば，直接医療行為を行うスタッフ，補助医療スタッフ，

患者の三者の位置関係を中心にして， 
1. 遠隔助言：遠隔地から助言に基づいて現地スタッフが医療行為を行う場合 
2. 遠隔診療：患者側に補助医療スタッフがいて遠隔地から医療行為を行う場合 
3. 在宅医療：患者側に補助医療スタッフもいない状況で遠隔地から医療行為を行う場合 

の三分類 18) で考えるのがわかりやすいであろう．専門医による遠隔コンサルテーションや遠

隔画像診断，救急スタッフへの遠隔指示などは遠隔助言にあたり，遠隔地からの初期診断や

遠隔ロボット手術などは遠隔診療にあたり，慢性病患者のモニタリングなどは在宅医療にあ

たると考えられる．なお，医療機関と非医療機関の間で行われる医療行為を指すTele-careは，

上記の 3 だけでなく 2 の一部（患者側が介護施設の場合など）を含むことになる． 
 
11-3-2 遠隔医療の歴史と現状 

 遠隔医療の黎明期は，1970 年前後である．初期の遠隔医療の例としては，米国で 1968 年

に開始された Massachusetts General Hospital（MGH）と近隣の医療センター間のテレビ電話に

よる医療コンサルテーションや，和歌山県で 1971 年に行われた山間僻地への医療供給を目的

に行われた CCTV，電話線，FAX を用いた遠隔医療実験などが広く知られている 19)．1990
年代後半には，電子メールなどを用いた医療コンサルテーション，遠隔病理画像診断（テレ

パソロジー），遠隔放射線画像診断（テレラジオロジ）などが実用化され，旭川医大遠隔医療

センターなど，継続的に診療を行う例も現れるなど，遠隔助言は確実に実用化が進んでいる．

また，在宅医療においては，2008 年に Intel 社が在宅医療・遠隔医療管理用のシステムを発

表するなど 20)，21 世紀に入ってビジネスとしての現実感が大幅に高まっている． 
 一方，遠隔診療については信州大学による山小屋との遠隔医療実験 21)，走行中の救急車内

のロボットを遠隔操作する超音波画像診断実験 22)，「リンドバーグの手術」と呼ばれる大西

洋超えの遠隔ロボット手術実験（図 11･6）23) など様々な実験が行われているが，安定的・継

続的に運用されて遠隔診療の例はまだ存在しない． 

                                                                          
*2 薬剤師，放射線技師，理学療法士などの医師以外の医療スタッフ． 
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図 11・6 リンドバーグの手術 

 
図 11・7 「インプランタブル・ホスピタル*3 」の概念図 25) 

                                                                          
*3 体に埋め込んだセンサなどの超小型情報機器によって，常時，健康状態を計測するとともに，異常な
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11-3-3 遠隔医療のこれから 

 以上のように，遠隔医療の多くは実用化されているか，実験的に実施することは可能と

なっている．今後は安定的・継続的なサービス提供を可能とする，“Plug & Play”な情報支援

環境の実現と法制面の整備，社会的受容の醸成などが鍵となると考えられる． 
 更に，第三世代・第四世代携帯電話などの次世代無線情報ネットワークや，MEMS 技術の

発達により，体に埋め込んだセンサや，コンビニエンスストアなどの偏在する社会インフラ

を活用した，図 11･7 に示すような新たな遠隔医療サービスの創出が期待される 24)． 
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